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問題
の
設
定
｜｜重 商 主 義 に つ い て ｜｜
重商主義とは、
一般 近
世絶
対主
義諸
国家
の形
成から、
イギ
リス産業革命
の開始までの、
十六世
紀初
期から十八世
紀後
半におよぶ約
三百年
間
の、
ヨー
ロッパ諸国を支配
した、
経済体制
であるとされている
w
註
川高
橋誠一郎『重商主義経済学説研究』三l六頁、舞出長五
郎『経演学説史概
要』七貰、参照。
( 1 ) 
しかし、
このような長期にわたる対象の中には、
その支配的勢力と
社会
的
利害を異にするこ
つの社会構成体であ
る、
絶対主義国家と
初期
資本主義国家
を含み、
そこに見出される多種多様な経済政策や経済思
想または
理論のうち
から、
共通
なものを求めると
すれば、
いきお
い最
大公約数的な規定になら
ざ
るをえない点は、
まさに大壌教授の指摘するごと
くである。
しかも
右の期聞
におけるヨーロ
ッパ各国は、
その初
期資本主義の前提およ
び出発
点に相違があり、
その後の発展はそれによって制
約されざるをえなか
った。したがっ
て、
重商主義を
考えるにあたって
各国のそれぞれの段階
的相違と個別的類型に即して
理解
されねばならない。とこ
ろで、
歴史上、
重
商主義の概念規定 どの
ようになされ、
また
どのように変遷してきたか。そ
の簡単な要
約をあたえよう。
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l 一 六 八 頁 。 矢 口 孝 次 郎、
「重商主義概念解念史の概要」（『イギリス政治
経
治
史』所収）岩波経済学小辞典、掘江英一「重商主義」参照。
まず最初にア
ダム
・スミスが
『国富論
』第四編で、
重商主義と名付
け、
批
判の対象と
したのは「
わたくしはji－
－まず重商主義（ω苦言自え
のO
自自
E
OHB）
からはじめる。これは近代の主義であっ
て、
われわれ
の固にお
いて
、
われわれ自らの時代におい
て、
最もよく
理解されている
ものであ
れ
い
と述べ
ているごと
く
明らかに名誉革命以降
、と
くに十
八世紀
のイギリスに
支配的で
あった経済政策の
体系
とその
理論
であった。また、
フリー
ドリッヒ・
リスト
が、『政治経済
学の国民体系』において、
スミスの重商主義
観を
「誤って重商
主義（
冨昌吉ロ邑ω百官
自〉と
呼
んだ
重工主義（
『仏gEg宮古田）
」であると
批判したと
き、
その研究対象においてスミスとほぼ同一であったと
いえる0
1比
新歴史学派において
は、グ
スクープ
・シ
ュモラIが『重商主義の歴史
的意義』で重商主
義に「近
代的意味
における国家建設の経済的測面たる国民
経済建設
」としての塵史的意味
をあたえるに至って以来、重商
主義の対象領
域は時代的に
押し拡げられた。シュモラIの場合は、
絶対主
義国
家・
プラン
JアンプルクHプロ
イセンの
絶対君主のための
経済政策および
経済
理論
であ
り、
かかる意味での資本主
義建設
、すなわち原始的蓄積のための
理論
であっ
た。したがって、
ここではスミスの場合におけるように清教徒革命（一六四
一一｜四九年）
と名誉革命
（一
六八八年）
の二つの市民革命をへた初
期資本主
義国家をその研究対象と
するのとは
著
しく異っているのである。そして、
こ
のシュモラ1の見解
は、
それ
以後の重商主
義研究を、
絶対
主義国家の歴史的
現実と結びつける傾向をもたらしたのであ
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( 2 ) 
重商主義に関して、
スミスにはじまる古典
学派の概念規定
と、
シュモIラ
にー
より定式化された歴史
学派の
概念規定は
、右のごとくであるが
、産
業革
命と経済的自由
主義を
生み
、また
重商主義の批判者としての
経済的
理論体系
である
「国富論』
を成立せしめたイ
ギリス重商主義こそ、
古典的な重商主義
と理
解されねばならない。
このイ
ギリス
重商主
義は、
フランスに
比してさ
え、
十七世
紀に
おける市
民革
命による絶体主義の
廃
棄において、
百年以上な
先ん
じている。
われわれは、
絶対主義の
麗棄と産業
革命の
準備における、
こ
の一世
紀の
イギ
リス重
商主義を、
固有の
重商主義と呼ぶべき
であると
考え
る。
司月出ω目。ERM可
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自 （
のロロロ吉岡
Fmg）
という言葉は、
まさに
これを指すのである。
したがって、
市民
革命以前のイギ
リス
重商主
義、
ある
いは
イギリス産業
革命以前のヨー
ロッ
パ諸国の
重商主義の
全段階は、
絶対主
義下
の重商主義、
すな
わち絶対主義的重商主義
（岡山
03－B22耳目安田
）と
して把え
られ、
両者は
明確に区別されねば
ならない。
小林昇『重商主義解体期の研究』六頁。
ところで、
ィ、手リスにおいて、 市民革命以降、
典形的に展開さ
れた固有の
重商主義とは、
どういう体制であっ
たか。このような
重商主義は整備
した保
護政策
体系
、 ー
生産
力育成体
系と
して
あらわ
れた。
すなわ
ち、
この
間におい
て、
ウイッグ
党とトlリl党の対抗、
しかもこの時期を通
じての
ウ
イッグ
党
のいちじ
るしい
優勢
下に、
一七
OO年にインド
衣料の輸入禁止、
一七O三年
にポル
トガル
との聞の
メスュエ
ン条
約の締結に
より、
イギリス毛織物
業の利
益を実現させ
、さ
らにスペイン継
承戦役
後、
フランスとの聞
に一旦成立した
妥協
（ト
lリ
I党政府 手τになる
ユト
レヒト条
約案一七二ニ年
）を
否認し
て
メ
スュエ
ン条
約を守った。
また
、ウイ
ッグ
の指導者
の一人
である
ウォ
ルポl
設
(7) 
ルに対して
、 そ
の保
護関税政策には支持をあたえながらも、
その内国消費税制
度の
計画を断念させ、ウ
イッグ
党の
利益を擁
護した。
この
ような一連
の保護
政策は初
期ブ
ルジ
ヨ
ア国家
の原
始的蓄積のための政策であることはもとより
であるが
、これらの保護政策
を究極において左右したの
は、
いかなる社会層
であり、
また、
それを代表する
利害関係はいかなるも であったか。
この期
のウ
イッグ党の指導的
メンバーは近代的地主と大商人
であったが、
彼等
はい
かなる
社会
的利
害を代表したのであったか。
それは、
資本家的小作人
や産業
資本家とさま
ざまな意味で結合
していた商業資本
家をも含
む、
産業資本家で
あった 。または、
これと対立した旧地
主的、
前期的諾
利益であっ
たか。
こ
の問題は、
すで
に古く
アダ
ム・ス主
スが
「重商主義の
全体の
企画者
は誰
であ
ったか」という
形で
明確に提起し、スミス自身それ
に対して
「生産
者」
（胃a
a505）
、「貿易商人
および工業
生産
者」
（E2各自宮川出品目gzE2zEB）
または、
特に「毛織
物工業
生産
者」
（45
0ロg自由訂正mおけ号oa）
と答
えてい
るのである。
註刷
この点に 関 し て は 、
マルグス『資本論』
第
三 巻 、 長 谷 部 訳 、 第 十 一 分 冊 一 一 一 一 一 一
六 ー コ 一 三 七
頁は重要である。
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こ の 点 に 強
烈な問題意誠をすえて、重商主義成立の社会的基盤を分析されているのが、大塚 教 授 の 前 掲 論 文 で あ る 。
この
点に関し
ても、
シュモラI学説を一頂
点とするドイ
ツ歴史学派におい
ては、
スミスにおいて、
特に
「生産
者」
の利害に力
点
がおかれていたもの
が、
次第に「
生産者」と区別せられた「商人
」の利害におきかえ
られ、
いまや、
「商人」ないし
円九開
業ブ
ルジ
ョ
アジー
」のための政策として把 られるのが
通説
となっている。
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同高
橋 、 前 掲 書 、
五頁。
大 内 兵 衛 「 古 典 の 探 求 と 重 商 主 義 に つ い て
の
新 解 釈 」
さて、
本稿においては、
以上のような問題意識をもって、
市民
革命以降
、
産業
革命にいたる時期に
典形的な展開を
示し
た、イギ
リスの固有の重商主義
HF邑
目白ロゆERM1E23E箆初日
におけ
る保
護政策体系
を、
とくにその
貿
註
易政策において、保護
主義と自由貿易論の争いのうちにさぐろうとするもの
である。その主たる対象を
十七世
紀末以降の東印度
キャ
リコ
輸入禁止および
対仏貿
易をめぐる両者の
論争
におき、
その対立
が、当
時の
イギリス国民経済
にもつ意義および両者が、
それぞれ代表す
る社会
的利害
関係を明かにせ
んと
する。保護主義の意図するものは、
自国工業を中心として貿易を規制しよう
とする初期産業資本の
生産
力保護
育成の体系であり、
他方、自由貿易論は、
商業資本の母国たるオ
ラン
ダを理想
とする、
消費者の利益
を尊
重するもので
あり、
生産から遊離した前
期的商人
資本
のための政策であり
、したが
って
、
国民経済発展には積極的 をもちえなかったこと
を明
かにせ
んとするもの
である。また、
右の論争
の先駆的意義をもつものとして、
十七世
紀前半における、
正貨輸出問題に関しての、ブリオ一一ズ
ム（
切巳ロ。巳
回目重
金主義）
とト
lマ
ス・マンの貿易
差額論
（σ色82
え
仲Bao）と
の争いを、
毛織物工業を中心
とする園内商工業と東印
度商会
を代表と
する前期的商人
との衝突として考察
する。そして
、この
論争が十七
世紀末以降にいたって、保護主義
がブリ
オ－一
ズム
の見解を継承
、発展させて
いること
、また
、自
由貿易論がマンの貿易差
額論を
改訂、
延長している
点を追究しようとす
る。
さら
に、
「国富論」
において、
全巻をあげて批判の対象とさ
れている
重商
主義
、そ
れとスミスの自由主義とはいかなる関連をもつのか。
ス之スを念頭
におきつつ、
重商主義の
保護政策を検討し、
それがスミスに
推
転する過程の
一端を考察することllこれが小論の
、い
ま一つの
課題である。
二 、
十七世紀初頭における貿易論争
c 3 ) 
＼，ノ／t＼ 
十七世
紀初頭のイ
ギリスにおいて、東印度商
会の
貿易をめぐって
、
これを
攻撃する
ブリオ
品ズムと、
これを擁護するトIマス・マンの
貿易差
額論が対
立し、激
しい論争が展開された。淡路・イギリス重商主義
の
貿易政策
このブリ
オ品ズムとマン
の貿
易差
額論と
の対立については、
ブリ
オ－一ズ
ム
は貨幣を富とする見解にたち、
貨幣を流通から
セIヴ
せん
とする
、愚かな貨
幣蓄蔵者の立場であり、
これに反し
て、
マンの貿易差
額論
は貨
幣をたえず流
通に
投じ、
資本
仰せん
とする賢明な資本家の立場であ
る、
というのが経済学
史上の通説である。これに対して、
右の対立を、
毛織物工業を中心とする圏
内商工業
の利益と、中継貿易、
者修品輸
入を主とする東印度商
会と
の衝突
で
あると把え、
当時
の限定された貨幣資源および
他の経済資源をいかなる事業
部門、
雇用の
分野に向けるか、
ほかならぬブリオ品ズ
ムの
方向こそ、国民経
済の発展を促進するものであり、
マンの貿易差
額論
はその反対であると主張
され、
それを
実証的に研究されたのが、
張漢裕氏の
「ブ
リオ－一ズ
ムとマンの
貿易差額
論」
作吐
び「
マン
著「外国貿易による
イギリスの財宝」
の役
割及び
その変遷」である。
註
川当
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第四編
第一章参照、スミスはここでマシを位置づけ、か
つ重商主義を規定している。すなわち、マシの貿易差額論が重金主義より
健実
〈曲o－5）
でゐり
、 後 者
に と っ て 代 っ て 、 重 商 主 義 の 根 本 原 則 と な っ た と し て い
る 。
こ の ス ミ ス の 見 解
が 、 古 典 学 派 の 後 継 者
にそのまま継承されたo
わが国で
は た と え ば 、 高 橋 、 前 掲 書 。
舞 出 、 前 掲
書 、 参 照
。
同張氏のこれらの論文は『イギリス平阜商主義
研究』
に 収 め ら れ た も の 。
氏 の 研
究は大塚教授の先駆的諮業績をつらぬく問題意識を承け、その分析視角にたってなされたものであり、極めて優れたものである。
また張氏の見解を発展させ
た労作として、小林教授の勢力的な諸論文があるo
そ の 他 、 内 田 義 彦 『 経 済 学
の生誕』
、水田洋『アダム・スミス研
究入門』
な ど 、
いくたの尊敬すべき諸成果
が あ る 。
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まず、
この論
争の背景をな
す、
当時の
歴史的事情を概観しよう。その
生誕
竺六OO年）以
来さまざまな非難攻撃の対
象となった、
イギリス東印度商
会は
、
イギリス
商品とくに毛織物製品を輸出し、
他方
、
東洋商品とくに胡
械、香料の輸入を目的として活動を開
始した。しかし、
イン
ド市
場は
、購
買
力の貧弱、
ポルトガル、
オランダ商人
の競争などにより、
所期の効果をあげ
富山大学紀要
経 済 学 部 論 集
c 4 ) 
えな
か
つで
と
こ
ろが
、英印
間の直接貿易と英
和両
東印度商会
の競争とは
、
東印度商品の価
格の
下落と需要の
増大
をよび、
ヨ
ーロ
ッパ大陸
への再輸
出
を
も令
めて、
輸入
は
増大
す
る一方
であ
った
。ここ
に貿
易の逆
尻、
したがってそ
れを決済す
るた
めの正
貨の輸出が
増大した
。かく
て東印度貿易は、
貴 金
属を
もってする、
者修品貿易および仲
継貿易と
いう性質をお
びざるをえなかった
のである。
設
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一方
、十七世
紀初頭のイギ
リス
は、
ま
さに
「疾風
怒瀧
」の勢をもっ
て
マ
品ュ
ファクチャ産業を先導とし
て、
国内商工業が発展し
、こ
のた
めの資
金の供給は不足
がちであった。それゆえ、
仲継
貿易およ
び者修日間貿易として
の東印度貿易に向
って資金
が流れこ
むこと
は、
国内資本の窮屈化
と利
子負担
の加
重によ
り、
また所
得の者修的消
費を刺戟
す
るこ
とによって、
国内産業の
発展と産業資本
の蓄積に対し
て、阻
害的な
影響
を
あたえざ
るをえな
かった
。
ま
さに、
か
tふ
る
事情のうちに東印度貿易に対す
る、当
時
の
いわ
ば全国民
的な
非難の一
般的
な原
因が
あった
。
ゴ l w v ス ミ ス
右の
一般
的理由
のほ
か
に、当
時
ロン
ドンの金
匠
や
アム
ステ
ル
、グム
の銀
行業
者永よ
る為替投機
そ
の他の
貨幣
取
引
と、こ
れにと
もなう正
貨流出の
事情
が
あった
。中世
以来、
イ
ギ
リス
を合
めて、
ヨ
ーロ
ッパ諸国
の貨幣制度がはな
はだ非合理
なもの
であ
ったこと
は、周
知のこと
に属す
る
。これにともなう、
貨幣の錯解、
改鋳によ
る利鞘か
せ
ぎの弊害は、
あた
かも十
七世
紀初
頭の
イギ
リス
に猛
威を謹
しくした
。この
利鞘のた
めの貨幣
取引
と、こ
れに
よ
る黄金属
の流出は
、ま
た為替投機をつうN
Vてもおこなわれた。 れに対して
、イ
ギリ
ス政
府
は一連の方策をおこなった
。し
かし
、
それに
も
か
Lわ
らず
、貴
金属は
不断
に流
出し、
一
六一一
、二
年頃
より
通貨の不足が深
刻化
した
。
註
(5) 
くわしくは、張・前掲書、
四l五頁。
(6) 同書穴頁、
一六
八頁、
参照。
この通貨不足の深刻化
が一六一五1二二年における毛織物貿
易の杜絶と重
り合
って、
支払の
停滞
、金融の
、逼追
を激化
せ
し
めた
ので
ある。
では
、こ
の金
融逼迫を生
ぜし
めたのは
、い
かな
る事情
によ
るの
か。
十七世
紀初
頭、
イ
ギ
リスはなお
その毛
織物
の大部分を半製品の形
で
オ
ラン
ダに
輸出し、
オラン
ダはそれを仕
上げた
後
、パ
ル
チック
、
レヴ
ァントの諸市
場に再輸出L
ていた。しかし、
すでにチ
ュlダI朝のはじめ
より、
仕上産業
の発達と
保
護主義の結果、
毛織物を完
製品
に仕上げて
後、
輸出せんと
する試
みがし
ばし
ばな
さ
れ
ていた
。この
完製品の一
部をパ
ルチッ
ク方面に輸出
して
いたのは、
イースト
ランド・マIチャント組合
であった。しかし
、同
じく同
地方を市場と
するオラ
ンダ商人の仕上技術の優秀、
船賃
の低廉等を
利用す
る
競争には
圧倒
されがち
であ
った
。そこ
で、ス
チ
ュアI
ト朝の初代
ジ
ュIム
ス
一世の時
、半製品の輸出を根
絶
し、
オ
ラン
ダの仕上
業の根抵をく
つがえし、
バ
ルチッ
クの市場を確
保す
ベく、
国王
に莫大な
収入
を約束し
て、毛
織物を一
切輸出前に仕上
げし
める計
画を実行
に移
させ
た
。（一
六一三年
。
こ
れがい
わ
ゆるオlルダlマン・コクイン計画である
。）しかし、
この計画は失敗した。
なぜなら
、これは従来、
半製品の輸出の大部分を支配していた特権的マl
チ
ャント・
アドグェ
ンチャラIズ組合の
協力拒否
、資
本と技術の不
足、
オラン
ダ側の完製品購買禁止と
金融停止などによってである。その結果、
多数の破
産者を出した。
さて、
この貿易
の沈滞と
貨幣
の不足は議会
お
よ
び枢密
院
で
問題
に
され
、そ
の対策として
、け
羊毛輸出の禁止
、∞
マIチャント
・アドヴェ
ンチャラlズ
の独占的規定の鹿止
、同
国産毛織物の使用
強制、
判a東印度商会の
正貨輸出
に対す
る一一層
の制限、
b外国商人
の
売上代
金を
国外
に搬出
せ
じ
め
ずイギ
リス
商品
を充用
せし
める
使用
条例
（ω g z z
え
開510省出。ロδ
の復
活、
Cイギ
リス
商品の
販売代金の少くとも一部を外国で充用せしめず、
現金で国内に搬
入せしめる取引差額制（∞色880同σRm包ロ）の復活等が提案された。（一六二二年）
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これらの提案は、
付は
原毛を確保せんとし、
りと同は内外の毛織物市場を拡
張せんとしてお
り、
これは
明かに毛織物産業を反映するものである。糾の童
金主義の諸方策、
すなわち正貨輸出の制限
、使
用条例
、取
引差額
制は、
こ
れもまた国
内産業とりわけ
毛織物産業
のため
のものであ
り、
一方、
特格的
な商人資本である
、マーチャ
ント
・アドヴェン
チャ
ラlズの独占
政策
、と
くに
東印
度商会の正貨輸出が糾弾され、
禁止
的な規定
がなされているのであ
る。す わち、
ここでは保護主義
政策が貫
かれ、
しかもそ
れが重金主義の形
において提案されている
のである。重金主義が貨幣を園内に保留せんとする
のは、
通説
のごと
く、
単に財宝
（ωのVEN）
として死蔵せんがた
めではなく
、
むし
ろ資本として活用せんがためで
あった。園内産業の保護育成のための
、
一連の政策が重商主義と
呼ばるべきな
らば、
右の
政策はまさにそれであり、
このブリオιズムに
おいてマ
ニュ
ブアクチャ産業資本の立場が示されている
のである。
註
的張
・前掲書一一一
pi－－
一一一頁、
八 頁
参 照
。
刷張
・前掲書
。
一三頁、
一
七一頁。
小林昇「リストと
重商主義」
一 五 六 ！ 五
一 七 一 頁
参 照
。
( 5 ) 
＼Jノニfk 
以上がブリオ
ニズムと
マン
の争が展開された隆史的環境の概観である。正
貨輸出の制限その他の重金主義政策の主張
は、
主と
して国内商工業
、と
くに
その基軸
としての毛織物産業の利益を代表したものであること
は、
右のごと
くである。
これに対して
、不足がちな資本の外国への流出
を弁護する立場に
立ち
、
その
強カ、
雄弁な
代弁者たる役割を果したのはトlマ
ス・
マン
であ
る。マンの著
作は
、
二ハ一二年
、「東印
度貿易論』
（恩師gdHg
え
同，gすz
poFEF色。由）
、
ついで一六二八年、
「東印度商会
の請願と
抗弁」門司丘58
自己問
。自。号待m注目。ロえ岳ゆ阿部片宮仏宮口。EH）MH50が
執筆
、出
版された。
マン
の代表
作と
して著
名な「外国貿易に
よるイギリスの財宝」
（開ロm間各斗H7
3曲目。σuL
E
哲司包ろが出版されたのはマ
ンの死
後の一六六
四年
であ
淡路・イギリス重商主義
の
貿 易 政 策
った。ところで
、東
印度
貿易およ
び商会
は、
イギリス経済の発展または経済学史
上に大きな意義をもったの
であるが
、恐
らく十七世
紀の経済
思想の主流は、
この貿易と商会をめぐる論争のうちに展開された
というも過言ではない。次
にマ
ンの見解の検討をとうして、
当時の貿易論争をみてみよう。
商会はその生誕の時
以来、
さまざまな国民
的非難をうけたことは
、す
でに
指摘した。一六一二年
、議
会で
の非難を
機と
して、
商会の理事トlマス・マ
ンは日頃それに向けられ
るさまざまの反対に報いるために「東印度貿易論」
をものした。このパ
ンフレット
は東印度貿易に関する見事な
要約
をあたえて
いる
が、一
般的な
経済論ははなはだ少い。
輸出超過の
必要を
強調している
が、
まだ
「貿
易差額」
（E－自のゆえ可包ろ
の用語もなければ、
それによる
理論
の体系化もなされていない。
マン
は、ここでは貿易差額論の立場を主張
しながら
も、
部分
刷ー
は、
取引差額制や使用規定など
の重金主義政策に讃辞
を呈したりしてい
る。それにもかかわらず殺は、
東印度商品の
輸入のための
貨幣の輸出を肯定す
。なぜなら、
それは商品の購入に前賛された貨
幣は、
商品の再輸出に
よって剰余をつけて回流するからである
、と
述べて
い
列。
註
刷
本 稿 、
前
節
、 参
照。
ト17ス
・マン著
帥堀
江
英一
川 代
『 重 商 主 義 論 』 二 四 、 五 七 i 五
八 頁
参照
。お
よび訳者の説
河野健
二
言
明 、 二 五 六 頁
参照
。
刷
張
・前掲
書 、
一 七
一一一i
四
頁
、
二
一
l
二
三
頁 参
照。
マン
の主著
「外国貿易によるイギリスの財宝」は処女作
『東印度貿易論」
とはいちじるしく異って
いる。ここでは
、も
はや一東印度商会の弁護論たる
ことを
止め、
イギ
リス全体のための国富増進
論た
らんとする。それは、
もは
や素科な主張の
ょせ
集め
ではな 。
分析
に富み
、抽象的
概念を展開し、
体系
化されている。
ブリオ一一ズ
ムを完全に脱し
、貿易差額の
理論
によって貫かれ
ているのである。編別
は第一章l第七章、
国富増進論。第八章l
第十五
章、
ブリオ一
一ズム、
その他
既存の政策思想の批判。
第十
六章i第十九章、
財政お
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富山大学紀要
経済学部論集
よび国防論。最
後の二章
、附
論および
札制
。
( 6〕
設
聞く
わ し く は 、 援
氏の訳
本 （ 岩 波 文 庫 ） ま た 、 堀 江
・ 河
野両氏
の 訳 本 。
張・
前
価問 書 、 一 二 三 、
一七六頁
参 照 。
さて
、マ
ンの国富増
進論は、
要約すれば
、ほ
ぼ次
のご
とくである。国富、
国力の増進は
、貿
易の輪入に対する輪出の超
過H貿易差額によってもたらさ
れる。この貿
易差
額を
よくするに
け自国生産物の輸出の増進、
同外国商
品の圏内消費の
減少、
国その再輸出の増進である。ところで、
外国商品の消
費の減少と自国生産物の輸出増進はあいまって園内産業の確立にみ
ちび
何 日
更にマンは、
貨幣を園内に
保留
するこ
とが
無益なことを主張
土問
。し
かる
に、
園内産業と中
継貿易とは
、資本の不足がちな当時にあっては
、資
金獲得
において、
相対立
する競争関係にあった。この相対立する関係を両立せしめ
ようとして、
マン
は、
圏内の
取引は信用
により、
貨幣は仲
継貿易のために輸
出すること
を主張するのであ
向。
では、
このような
マンの国富増進
論は、
当時のイ
ギリス経済院、
いかなる
意義をもったか。
信用の発展により
貨幣が節約され
、
資本が
増大するなら
ば、
一方で東印度貿易を維持しなが
ら、
他方、
圏内産業の発展を妨げないこ
とも可能である。しか
し、
それが可能になる程
に信用が発達し、
資本が増大
するまでは、
東印度貿易による正貨流出は、
明らかに園内産業の発達を阻害す
る危険性をもっ。しかも、
東印度貿易の優先を主張するマ
ンにあってはこの
ことは明白である。すでに指摘したよ
うに、
ブリ
オ一一ズムは当
時、不
足がち
な貨幣資本を園内産業
に優先的にふ
り向け、
園内産業の発展に貢献しない東
印度
貿易にそれが流れこ
むのを
阻止しよう
としたのである。これは、
東印度
貿易をきびしく統制せんとするものであ
り、
その弁護論者たる
マンの強く反
対したところであ 。次に、
ブリオ
昌ズ
ムをはじめ既存の思想や政策の
批判におい
て、
マンにつ
らぬかれている共通の見解 何か。それは、
ブリ
オ一一ズ
ムその他の制限が国
富増進に有害無益で
あり、
貿易差額こそ、
唯一の頼るべき
道であることの反
復強調でφめる。かく
てマンは、
貿易差
額論を
一つの不可侵の法則にたかめ、
そ
初叫ん
めに、
重金主義的統制に反して、
一種の自由貿易の見解にいたるので
ある。
実に、
マ
v%
この見解
に、
十七世
紀末以降のト
lリI
的自由貿易論
（宮司
吟gRM邑ゆ）
の源流があるの
であり
、
当時のチャ
イルド
（ω町
旬。回目仰のEE）
やダ
ヴェナント
（ロミゆロSH）
等の自由貿易論にあ
っては、
右
のマンの見解が祖述さ
れ、
継承されているのである。
さて、
右の重金主義的統制に反
対の思想に照応して、
マンの貿易差
額説は
いわゆる一般的貿易
差額論
（想ロAWE－σ色白ロgえ可MHao）とい
う姿をとって
現われる。ある特殊の固に対する差
額が逆であったとしても、
各国を通じて
全体として貿易差額が順であ
れば、
それ
で足りると
いう説である。これは、
個別的差額
に終始するときは、
東印度貿易i！これは
個別的
差額は
逆であ
り、
正貨を
流出するーーは
論理上
弁護
しえなくなり、
それに対する統制を容
認せざるをえなくなることによるの る。このよう
に、
一般
的差
額論は仲
継貿易としての独占的東印度貿易
のための差額
論なの
である。
後でみるよう
に、
十七世
紀末以降の保護主義者（
pozasz）たちは、
個Kの国の聞の
個別的貿易差額（旬月片付回目白河げ色gg
え
件付MW含）を重視
し、
これを規準とし
て個Aの貿易を特恵また
は抑制すること
を主張したのである
が、
マンの一般
差額論
は、
これと対照的である。
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註
仙川マ
シ『財宝』
第二、第三意参照。
側『財宝』
第四、第五章参照
。
同『財宝』
第
四 、 五 、
六章とくに第四章。
州四マ
シの差額論が窮局において、自由貿易論に
いたる点を分析、強調している
のは張氏
・前掲書三五、
一 八
七頁で
ある。
この個所は張氏
の 叙 述 に お い て 精 彩
を は な っ て い る も の の 一 つ で あ る 。
聞こ
の 自 由 貿 易 論 は 、 一 般 に ス ミ ス の 自 由 放 任 論 争 回
目 g R ・ 貯 可 申 ） と 簡 単 に 直
結されているが、
この
通 説 に は 疑 問
をもつ
こと、
それへの反論が本稿のテ17
の 一 つ で
φめる
こ
と を 指 摘 し て お く 。
以上が、
マンの主著
「財宝』
の、
貿易
差額論H
一般的差
額論
を主とする
、
概要で
ある。
マン
の差
額論
が、
貿易ま
たは
貨幣と生産・一雇用の結びつきが稀
薄であること
は、
およそ右のごとくである。
一般に、
ブリオニズ
ムは
貨幣を
流通
からセ
lヴ
し、
財宝として死蔵するものであり、
生産の発展、
貿易の増
進を阻害するも
のと
、非難されている
が、
かえっ
てこのブリオ一一ズ
ムこそ、
生産
・雇用との結びつ
きが緊密で
あった。
した
がっ
て、
ブリオ
ニズムの選択し
た方向こそ、
まさに国民
経済の発展を促進するものであり、
仲継
貿易の優先
を主張する
マン
の貿易差額論
はその反
対であった
、・といLうるので
ある。
＝ 一 、 保 護 主 義 と 自 由 貿 易 論
( 7〕
＼，ノ／t＼ 
前章におい
て、
十七世紀
前半における正貨輸出問題をめぐ
る、
ブリオ一一ズ
ムとマンの貿
易差
額論
との対立を検討し、
それが一方、
毛織物工業を中心と
する圏内商工業
と、
他方、
東印
度商会を代表とする前期的商人資本と
の衝突
とし
て考察し
た。
清教徒革命および名誉革命の二つの市民革命をへ
たイ
ギリス
において、
十
七世
紀末
より十八世
紀前
半にかけて、
いわゆる司R－－gHgZHU1522
EE’
的自u固有の
重商主義
が典形
的に展開されたのであるが、
では
、
この時期
に
おける、
貿易政策の意味
するもの
は何か。
この貿易政策および
貿易論争の国
民経済 また
は経
済学史
的意義
は何か。
また、
それ
はいかなる社会的利益を
代表するのであるか。
これらのこ
とが、
ここでの課題である。
周知のごとく、
近代資本主義
は、
封建制末
期に広範に成立し
た自由な小農
民H
独立小生産者の分解
と、
その上での
原始的蓄積の強行をその膝史的過程
としている。
この自由な小生産者の解放の過程において創出さ
れた
マ品
ュフ
ァクチ
ャ、
とく
に農村における小規
模な
マ一一ュフ
ァクチャを中核として、
豊
かな国内市場が形
成される。
この豊かな国内市場
の形成をともないつつ、
毛
織物工業（それについ
で絹織物工業）などの国民的工業
（g氏。
ロ色宮門吉田仲司）
が打ちたてられ、
それを
基礎として輸出貿易が展開される。
こうした動きを
淡路・イギリス重商主義の貿易政策
前提とし、
まさに、
名誉革
命を劃期として、
一方ブルジョア化した地
仁志
を
前面に
押したてつL、
政権を掌握するに
町たった毛織物工業を中心とする国
民的
工業および、
これと利害関係を同じくす
る貿易商人層と、
他方、
国際
的
仲継
貿易を基礎として
執拘に自由貿易を
主張する東印度商会と
は、
鋭く対
立
γ一抗
争し
、しかもそれを抑えて、
つい
に保護主義政策を実一揖していくの
で
ある
。註
川大
塚久雄『近代欧州経済史序説』
上、
参 照 。
また内田義彦「旧帝国主義批判
として
の
『 国 富 論 』
」、「イギリス重商主義とその
解体」（『経済学の生誕』
所 収 ）
参照。
ω同M・
』・
吋，吋HOBS－8・向日H－HVU－可i－
同大
塚久雄「重商主義成立の社会
的基盤」、
小林田升『重商主義解体期の研究
』 、
と く に 「 ア ダ ム ・ ス ミ ス と 重
商主義」
参 照
。
この
過程を年
代史的に概観すれ
ば、
ほぼ
次のごとくである。
一六回二t四
九年
、
清教徒革命と、
それによる共和政府下の
小産業資本家層の
自由な発
展。
この園内的発展と呼応して、
オランダ
貿易海道資本の排除のための航海
条例
（一六五一年
〉の実施。
クロ
ムウエ
ル盟
後の新立憲王制下の
、二
回にわ
たる対オランダ戦役
と、
それによ
るオラ
ンダの
貿易海道の覇
権の打破。
しか
し、
オラン、グに代って、
欧州にいわゆる「ル
イ十四世の時代」
（ヴ
オルテー
ル）
を現
出した、
ルイ十
四世とコルベ1ルによ
る怖る
べきフ
ランスの登場。
ついで、
絶対
主義を復興
せんとする
チャルズ
二世の親仏
政策と東印度
貿易の
擁護政策。
それ
による毛織
物および絹織物関係の
商工業利益の圧迫。
それを
契機とする、
トl
リ的自由貿易論とウイッグ
的保護主義の
激し
い論争の展
開。この論議の結着をみないうちの、
次の
デェI
ムス
二世のカトリック擁護政
策に端を発する名誉革命
（一六八八
年）。
名誉革命を劃期とする近代的
産業
・
商業および地主層の支配的地位の確立
と、
重商主義政策の全面
的・
体系的展
開。
すなわち
、フ
ランス商品の輸入禁止（一六八九年）
、
東印度商品の使用
禁止
（一七
OO年）
、
ポル
トガルとのメスュエン条約の締結
（一
七O
三年
）、
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対仏
通商
戦争（一七
O二
t一
三年）
、
キャリコ使用
禁止
法の成立
t二O
年）
等K0
・
以上の
ウイッグ的
重商
主義政策は、
一時トl
り
lの
政権
掌握
の時（一
七一
01一四年）
にお
いて
、フラン
スとの
ユト
レヒ
ト講和
条約締結
に際して重
大
な脅
威にさらされる。しか
し、
この
反保護主義的な
通商協定案
に対する
一大
国民
的反撃による
否認。そし
て、
右の
卜l
リI
政府による対
仏宥和政策
は、
名誉革命前
における
よう
に、
ウイッグ的保護主義
トlリl
的自由
貿易論の
激烈
な論
戦をふたたび巻
きおこす
。
この
論戦
におい
て、チャ
ルーズ・キング
（の
F耳目。由自
ロちを
はじめ、
保護主義の
精鋭
たちはパ
ンフレ
ット
機関紙
「ブ
リチ
ッシュ・
マー
チャ
ント
」（
F・5mv
冨角。v
gδに
論陣を
はり、
他方
、「マ
クー
ィタl
」（ロ向
。吋の拝。吋
）誌
によるダ
ニエルニ
アフォ
I
（ロ
ωHHHo
－uo
同00）
と
の聞に
火花
をちらすやりとりが展
開された。
ω以
上の要約は、
主として張
・前
掲 書 三 九 l
四 一
頁o
大塚・前掲論文、
二O
、三
二l三三頁を参照
。
（一七一九
註
一八
、
＼Jノニ／｛、、
東印度貿易に関する論
争は一
七OO年、
東印度衣料
の使用
禁止
となって
一
応の
結着
をみるのである
が、
その
経過をた
どっ
てみよ
う。
この
貿易が
十七
世
紀初頭においても
激しく非難攻撃され、
それがマ
ンと
ブリ
オ一一ズム
との対立
として抗争
され
たこと
は、
しばしば
述べたと
ころ
である。
当時
に
あって
は、
この
貿易
は地
金銀の
搬出と
春修
日間の輸入
にともなう、
所得の
宥修的
消費
と園
内貨幣資本の不足
の
助長が論
議
の的とされた。
これ
に反し
て、十
七世紀末に
おい
ては
、その他に、
輸入
商品
による
圏内
マニュブアクチャ製品の
市場
侵害
という事情
が加
わり、
重点は
むしろ
この点に
移っ
た。
これは
、香料諸島にお
ける
オラ
ン、グ
東印度
商会
の制覇によっ
て、
イギリ
ス東印度
商会
はや
むな
くそ
の業
務を、
東印度本
土に集中せしめざる
をえ
なくなり、
香料
にか
えて
、本土
の産物た
キャリコおよび絹織物をその輸入
の大
本たら
しめ
られた
こと
によ
るの
である。
この印
度キ
ャリ
コは、
その
大部分
が園内で消費さ
れたた
め、
圏内
市場
を狭
めた。
かく
して
、東印度衣料の
輸入
は直接間接
に国
産製
品の内
外市
場を
狭
め、
一六
九O年頃
からイギ
リス
毛織物および絹織物工業に深刻、
重大な打撃
をあたえ
こと
に毛織物工業
は国内産
業の
「基軸
」（当vgσ
であり、「も
ろもろの
営業を運転する
歯車
中の
歯車」つアフォ
1）で
あった
から、
その
波
及する
影響は
まさに
甚大
であ
り、
ここに
保護主
義と
自由
貿易論と
の論戦が
ひ
きおこ
されたのである。
註
間ω
－kr
・
同EP忌叩何回申H Mwa s J門 円 同 色 町 山 口 忌 O M ぐ 同 H V ng－HCH 可 、 4 2 S
ω）
噌
パ門何回O母国少OHM－
n
F
制印
度キヤリコの輸入
に よ っ て
、シレジャ
、ド
イヲからのリシネルまたトルコ
からの絹織物の輸入減少
、その
対 価 と し て の イ ギ リ ス 毛 織 物 輸 出
の減少
に よ
る。
さて
、保護主義の代表者
は通商産業
委員会（の
OEE山ω曲目。ロOBえ472号g門回
目ωロ宮件目。ロ
）委員ジョ
ン・ポ
レックス
フェン
（守ZH司色ぽ見
。ロ）
とブ
リスト
ルの
商人ジョ
ン・
クリ
l（
HCEHO肖巴
であり、
これに対して自由
貿易論を
代表したの
は東
印度
商会
総裁ジョサ
イ守
－チャ
イル
ドと同商
会ブ
レー
ン
たる
チャ
ルーズ
・ダ
グェ
ナン
卜博士
であった。
ポレック
スフェン
の代表
的著作
は
長ER250
え
42FPFS仏33円Qa弓ベ冨宅扮
）、
クリ
Iの
著作
は
E〉豆町。。号ggロSEEmFO阿部同lHZUl叶日門H03
Qsuh明）
で
あり、
チャ
イルド
の主
著は
E〉Z04司
恩師gg説。。
同斗白色03
（
民ghホ
）、
ダ
ヴェ
ナ
ント
博士
の多
数の
著述
め ら
ち、重
要なものはEEE3ロ岳色豊
Fa
m吋E門HOw－
（
呂志検）
である。
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註
間以
上の論者
の論点については
、張
、舞出
・ 前 掲 お よ び 吋何回 O 自 由 少 o p a p 岳 ・ 弓 日
ペ門町四司円即時吋ge〈ぽ唱えの宮古田白血ロヨ可申回目H民
参 照 。
両者
の論点の主
要な対立点を
あげれば
．次のごとくである。
自由貿易論者
は、
まず何よ
りも東印度衣料
の輸
入と
消費
が無
害であ
ること
、あ
るい
は有益
ですらある
ことを論
証
しなければな
らない。しか
し、
その
大部分が国
内市場
において消費されているので
あるから、これが圏内産業にとって
有害でな
い
と主張すること
は、
何としても困難
である。そこ
で彼等は
「消費者の利益」
をとり上げる。
ダヴェナン
トは
「圏内の消費が外国産の廉
価なものであるこ
と、
およびわが国の高価な毛織物が外国市場
に送られることはイ
ギリスにと
って利益である」と主張
する。被はさらにすすんで
「各
国各地の生産物が種
kなこ は摂理が、
彼らの相互に相供給すべきことを意図している」と国際
分業論を主張する。そして、
この国
際分業論は必然的に出品泊貿易論にみちび
く。彼らは自由貿易の歴史的模範を商業資
本の母国オラン
ダに見出し、
また
理論的には
、トl
マス・
マンの称えた貿易差額論｜｜一般的差額論を論拠と
していた
しかし、
輸入される東
印度衣料の大部
分が圏内で消費されるとい
う事情の変化 直
面し、
もはや一
般的差額論によって
も合理化
できなくなる
と、
新たに自由貿易論が案出されたのである。
(9) 
制国
際 的 仲 継 貿
易 の 上
に た つ 商 業 資 本 の 母 国 オ ラ ν ダ と 、 自 国 産 業 を 基 礎 と す
る 産 業 資 本 国 た ら ん と す る イ ギ リ ス を 対 比 し 、 両 者 の 関 係 を 浮 彫 に し て い る のが、大塚
教 授 前 掲 論 文 で あ る 。
倒も
ちろん、
マ シ の 理 論 は 、 そ の 帰 結 と し て は 自 由 貿 易 論 に 至 る こ と 前 述 の ご
と く で あ る 。
しかし、
マシ自身はそれを真正面から主張
し た の で は な い 。
それでは、
自由貿易論に対して、
保護
主義はいかなる理論を展開したか。
クリ
Iは消費者の利益でなく、
産業のため
の販路を主張する。また
、ポレッ
クスフ
ェン
は「
印度人
は一日半ベ－－ーないし一ベ品Iで生活できる故に、
印
度でつくる
場合一シリ
ングしか要
しないものが
、わ
が国では二十
シリングを
要する。：；：：・貿易が自由なる
とき、
結局
イギリスの産業
が駆逐され人民が
飢え
る」と両国の賃銀差を問題に
する。さきのダ
グェナント
の「高
価な毛織
物を輸出し、
廉価な
印度衣料
を消費すべきである」
との主張に対して
は、
そ
もそも外国市場
の開発そのものが疑問であると批判する。それ故
、自由貿易
は不可能であり、
イギリスは
印度衣料
の輸入禁止後にはじめて繁栄すること
を強調するの
る。さらに保護論者はイギ
リスの主要な圏内製造業の発達
に役立つ貿易は促進し、
反対にそ
れを阻害する貿易は制限しようと
する。
し
註
淡路・イギHス重商主義の貿易政策
たがって、
これら保護主義者の政策
は、
明かにマ品ュ産業の利益を代表する
ものであり、
またマ－一ュ産業が
この保護主義的重商主義の主体で・あっ
た09
ところが、
これら保護主義者
初v理論的な論拠となったのは、
マンによって
体系化され 貿易差額論であっ
た。貿易差額の増大
は、
圏内産業の繁栄、
生
産の拡大、
雇用
の増
加のバロメーターである。
しかし、
彼らの貿易差額論
と、
マンおよび自由貿易論者の差額論とは
明瞭な相
違がある。保護主義者は
個kの貿易差額を重視するのに反し
て、
マンおよび自由貿
易論は・一般的な
貿
易差額を
強調するからである
。このように、保護
主義は
実践的には、
マ－
一ユ
産業の立場を代表しながら、
理論的に
は貿易差額論によっていたこと、
しか
も、この 論が商
業資
本の主張する一般的差額論とは異って
いた
点の理解
は重要である。
詮
帥保
護 主 義 者 の マ シ の 著 書 か ら の 影 響 は 、 自 由 貿 易 論 者 に お け る ご と
く
に 直 接
的 か つ 顕 著 で は な か っ た 。
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保護主義が個別的差額論を主
張したこと右の
ごとくであるが、
注意すべき
は、
それ故に、
またプリオ一一ズムの
流れをひ
いていた点である。
クリ
1が
「
輸入品が地金銀
、す
なわち
財宝の対価たる場
合にはなおさら有害である」
と
主張し、
また
ポレ
ックスフ
ェン
も、
自由貿易論者
ダヴェ
ナントから
「地
金銀
を園内
に保蔵するもの」と非難されたごとく、
ともにブリオ品ストであった。
しかし、
彼らはふつう誤解されているよ
うに地金銀
のみが
富で
あるとしたの
ではない。
クリl
は「王国の真の利益は土地、
海お
よび労働から生
産さ
れる
ものからなる」と主張し
ポレ
ァクスフ
ェンも同様な見解を
示し
ていること
によっても、
それ
は知られる。
以上
、十
七世紀末の東印度貿易をめ
ぐる保護主義と自由貿
易論の対立、
抗
争においては、
保護
主義はマニュ産業資本の利益を代表し、
個別的差額論お
よびブリ
オ品ズ
ムの見解を展開し、
他方、
自由貿易論は特権的東印度商会の
独占貿易の自由を擁護す
る立場か
ら、
マンの延長たる一般的差額論およ
び自
由貿易論を主張
したので
ある。
富山大学紀要
経済学部論集
註
同こ
の節の絞述は、主として
叫， F o g s w o p n p
n F 司 l 〈
張・前掲書、
第
二、
五 章 、
小
林 ・
前掲書
、「
リスト
と重商
主 義
」
を参
照。
( 10 ) 
（三〕
十八世紀初頭の
イギ
リスは、
対フランス
貿易に
おいて、
伝来の
保護主義が
政治的危機に直面した
一時期をもっ。
イギ
リスはスペイン
継承戦
役に、
つい
に勝利をおさ
めたにもかかわらず、
実際に
講和および通
商条約日ユトレヒト
条約の締結の衝にあったのは、
当時、
政権を担当していた卜
1リl
政府であ
った。
トI
リl
はフランスに対して宥和的であったが、
その手になるユトレ
ヒト条約も
その例
にもれなかった。
これ
によれば、
ブルボン王家のスペイン
王位の継承を承認
し、
また一六
六四年以来制
限され、さらに一六七八年以来
ほぼ禁止され、
さらにまた対
仏戦役
の問、
杜絶されてきた、
フランスとの貿
易を再開しなけ ばならない。
その結呆は、
戦争中にいちじるしノヤ生産力を
たかめたフランスの工業は、
低物価と低賃
鵠と
を武器として、
ブランデー、
絹織物、
麻織物、紙紘一寸をイギ
リス市場にあ
ふれさせるだろう。
また、
この
条
約が「
相互の特恵」の条項（第八条
）によって、
フランス商品
を優遇する
こ
とは、
葡萄酒について
はメ
スュヱン
条約を侵害し ポルトガルに損害をあた
え、
麻織物についてはド
イツを閉めだし、
その結果としてこ
れらの国へのイ
ギリ
ス毛織物の輸出を妨げる
ことに
なる。
その上、
フランスに依然と
して存
続が許される保護関税
（第七条
）は同国の市場を
イギ
リス
毛織物に開放する
ことを期待させ
なかった。
この
条約
が議会を通
過したならば
「大ブリテンの
商業の最もよ
き部門は壊滅し、
何十万という製造
業者の生計を奪う」ものと
して、
ウイ
ッグ系の産業資本家および商人を先頭として、
法案通
過を阻止せ
んとする
一大
国民
的反撃
の運動となった。
しかし、
トl
リーもまた、
自分たち
の利益よりも負祖をうける戦争を終結
せしめ、
かっ内閣の倒壊を防ぐために
必死に法案通過をはかった。
ここ
に議
会の内外において、
火花を教ら
す政争および論争が展開されたのである。
ト
1pl
の「お
抱え記者」
として
対仏条約
と貿易の弁護のため「マー
クィ
タI
」
誌によって、
健筆をふるったのがかのデフ
ォーであり、
これ
に対
してキ
ング
を主とする
論客たちが「ブリ
チッシュ
・マーチ
ャント」誌
（以後「B
・ML
と略
す）
によっ
て保護主義の
ために奮斗した
こと
は、
すでにふれた。
そして、
ついにユトレ
ヒト
条約
締結は拒否さ
れ、
保護主義政策は実現され、
体系をと
とのえていくのであ 。
以下「
B・
M」における保
護主義的重商主義
理論
を
中心として、
自由貿易論との対抗
関係を検討しよう。
註同
イギリス商 品 の フ ラ ン ス に お け る 価 格 は 名 誉 革 命 後 五 O % 以 上 騰 貴 し 、 ま た
プテVJスの労働力の価格はイギリスの半分であったという。
「B
－M」
に よ る 。
附こ
の保護主義のための
運動は、実質的には
マニユ資本家のためのものであり
ながら、
全 国 民 的 運 動 の 形 態 を と っ た 点 に 注 意
。
大塚
・前掲論文、Aposs・
8・
nx・句・
HHPHg
参
照。
「B
・M」
において強調されている保護政
策の最高目標は何
であったか。
それは、
生産の拡大、
輸出の増進、
貨幣の増殖、
著修
的消費の節約であっ
た。
そして、
この
目標に
そわない貿易、
たとえばフラン
ス貿易は禁止ま
たは
制限すべきである。
この
目的にか う
たとえば
ポルト
ガル貿易は特恵
さるべきである。
かくして、
貿易は産業に衝突すべ
きではなく、
産業に従属
すべきである
しかし、
留意すべきは、
さきの
クリ
ーや
ポレックスフ
ェンに
おける
と同様に、
ここ
でもやはり、
一国の生産の拡大、
貨幣の増殖が、
外国
貿易を媒介として、
貿易上の超
過差額！l貿易差
額を尺
度と
して把えられ
て
いる点
である。
ここ
に、
リストのいわゆる「誤って重商
主義と
呼ばれる
重工
主義」という命題が大き
な真理
を含みながらも、
それにも
かLわら
ず、
アダ
ム・スミス以来、
流布されているマ
lカ
ンティリズ
ムと
いう名称が依然と
し
て妥当し
うる
理由がある。
右のごとく生産の拡大、
輸出の増進を主張するばかりでなく、「B・
M」
は
さらに一歩すすめて、
生計、
所得、
雇用
の増大を重視して
いる点は注目され
ねばな ない。
すなわち、
「わが国民
のエンプロイ
メントと生
計、
そしてわ
が国の土地の改善に最も貢献する貿易
が最も価値あ
る貿易で
ある」（〈♀
－F
HV－Nω） どの主張 それを見る
ことが
できる。
一 位 一
所得への関心と関連して、
なおそれにもまして
注目すべきは、圏内市場論
である。「B
・M
」は主張する。iiわが国の商工業を維持する最良の方法
は、
わ
が原生産物と製造品のための最良の市場を確保することである。そし
て、
イギリスの第一の
最良の市場は
イギリスの住民である。国外市場は外国
からの輸入と、
それによる
わが商品の消費の減少を
考えるならば、すべてを
合わせ も圏内市場
の二十分の一
に達
しな
い。それ故、
この最良
の市場で
ら
る園内市場 維持、
増進が主要な
関心事たらねば
ならぬ。
（〈
。－－FU
・5切）
見られよ。ここで
、イギリス経済を維持する
最良の方法は、最良の市場であ
る圏内市場の維持、
増進であ
ることが強調されている。園内市場が一国経済
の維持、
拡大の
起点、
あるいは媒介者とみなされてい
る点は、
まさに特筆
に
値する。これに反し
て、多くの重商主義
の理論においては、
圏内市
場に比し
ての、
国外市場の圧倒的優位
が主張されている。それがいわゆ 重商
主義の
正統であるとすれ
ば、
「B
・MLはかLる理論の止拐の
一歩手前まで
きてい
るといえないだろうか。こ が、
その一a酷である。しかし、
他面
「B
・M
」
が外国貿易
について語る場合、
またこれを無上
のもの
として讃美していUる。
この矛盾する婆
は、
何を意味するのか
。し
かし、
この矛盾こそ、
まさに当時
のイ
ギリス経済の発展
段階il圏内市場を重視
しうるまで 原始的蓄積の深
化と生産力の発展、
同時
にいま、た産業革命にいたっていない
111
の忠実な反
映なのではなか
ろうか。
「B・
M」
にお
いて、
最後に注目すべき主張は「わが国はオラン
ダ、
ドイ
ツ、ポ
ルトガ
ルおよびイ
タリ
ーの商品が、
わが国に輸
入されるのを許
して
い
るが、
それは正当
である。けだし、
わが国はこれらの
国kから買う以上
に大
なる価値の商品をこれらの固に輸出し
ており、
それらの国民の消費はわが国
の地代と労働に対
して
、われわれの消費が彼ら
に支払う
よりもはるか
に大き
な金額を支払うからである」
（〈
色・円
匂・
58
という一文
に見られる見解で
ある。ここでは、
もはや保護主義は絶対的なものではなく、
まさにその対立
物たる自由貿易への傾斜が示されて
いる。そしてこの推転を可能なら
しめ
る
塵因は他ならぬ、イギ日ス経済 生産力の発展
と、
それ
によ
る商品の廉価と
( 11 ) 
淡路・イギ9ス重商主義の貿易政策
外国貿易
市場における優位を確立していく歴史的傾向であった。スミスは「
国富論」において、重商主義を真向から非難、
攻撃しているの
であるが、
他
ならぬ、
その保護主義政策の成果こそ、
かえってスミスの自由放任政策を可
能にした
原因ではなかっ
たか。
しか
し、
この自由放任
への
推転また
は転
化
は、
まだ当
時においては簡単には行われえない。そのことは、
先の引用
にお
いても、
自由貿易は差額が国
内産業に不利をきたさぬ特定の場合のみに容認
され、
まだ一般的方針として打ちたてられているのでないこ
とによっても知
られるJ
札
たがって、
まだ、
ここでは自由放任への傾斜が示
されている
とい
うに止まるο
註
間張
・ 前 掲 書 。
な お 、
この
箇 所 に お け る 「 B
・M」
の引用は主とし
て 張
氏の訳
文および説明によるo
それならば、
その主張が社会的系
譜
において、
スミスに直結されてい
ると
一般に
考えられているト
lリl的
自由貿易論の見解はどうか。このト
lリ
l
的自由貿易論に
よって展開された、
独占的な東印度貿易
およ
び対仏貿易の擁
護の主張は、
保護
主義に対立するものとし
て、
自由貿易論であった。それは
マンの『外国
易による
イギ
リスの財宝」以来、
一般的貿易差額論という
理
論的衣裳を
まとい、
トlリI的自由貿易論にいたっては、
スミスへのいちじ
るしい接近を思わせる国際
分業論を主張するにお
よんでいる点は、すで
にふ
れた。しかし、
なる
ほどそれは、
自由貿易論ではあるが、
その追求し
ようと
した
本質は、
結局
前期的商人資本のための
独占貿易の自由というこ
とであっ
た。 がって、
その
理論の中核と考えられている一
般的差額論も時
として
の方便的手段にすぎなかったの
である。
一般的差額論は、
仲継
貿易に
よる前
期的利潤を正当化するため
に、個
別的差額
論に対するたんなる理論的衣裳に
すぎなかっ から、
必
要に応じ
て脱ぎすてることが
可能であったのだ。
右のごとく、
トl
リI
的自由貿易論者の
究極の白的は、
前期的商
人資本
の
ための
独占貿易の自由とい
うことであり、
それ故に、
この自由
貿易論の直接
の延長、
発展においてス主スの自由放任の思想を求めるのは問題で
人
的。ス
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ミスの自由放任の前提をなしているのは、
豊かな圏内市場を基礎とする園内
産業資本の生産力の発展
と、
それに
よる外国市場における優位ということ
で
あり、
したが
って、
その本質
に
おい
てス
ミス
に継承
され
、発
展
させら
れたの
はバ
むし
ろ園内
生産カ育成の体系
たる
保護
主義
ではなか
ったか
。まさ
に、ス
ミ
スに
あ
っ
ては流通の過
程
ではなく、
生産
の過程こそが第一義の問題
であ
っ
た
。
しかし
、
この
こと
は「B
・M
」
おいて主張さ
れる
にいた
った
自由貿
易論
が直ち
に
スミス
に直
結
され
るの
でないこ
とは、
す
でに
指摘し
たごと
くで
あ
る
。
( 12 ) 
註
制こ
の 点 に つ い て は 、 前 掲 、 張
、 大 塚
、 小 林
氏らの論稿参照。
こ与では特に小
林 氏
の『重商主義解体期』
の 序 論 を 指 摘 し て お く 。
以
上、こ
の章
では
、十七
世紀
末から十八世
紀前半の対
印度
お
よび
対仏貿
易
論争を保護主義対自由貿易論の対抗として検討してきたの
であるが、
その若
干の結論をあたえよう。保護主義的重商主義において
は、
経済発展、
国富増進の規準と
して個別的
貿易
差額
論が主張
され
たが、
「B
・M
」にいた
っ
て外
国貿
易
に劣
らず
圏内市
場の重要性が強調
されるにいた
った。しかし、
その
実践的な目標は圏内生産
力の保護
育成ということであり、
それはマ
一一ュ産業資本の立場
を代表
するも
のであった。これに対して、
トlリl的自由貿易論においては、
一般的貿易差額
論がそ
の理論的核心として主張されたが、
その発展において
「消
費
者の利益」や
「国際分業論」を含む自由貿易論が案出され強調されるにいたった。
しかし、
それは結局において、
特権的独占貿易のための白出を目標とするものであ
り、前期的商人資本の立場を代表するも であった。
ま
た
、こ
の自由貿易論は社会的系譜としては
、ス
ミスの理論との外形的類
似にもか与わらず、
その本質においては異質のものであり、
むし
ろ、
保護主
義の発展、
推転においてこそスミスへの道が求められねばならぬ点を示唆し
た
。
× 
周知のごとく
「国富論」冒頭においては寸すべての国民
の年kの労働は、
本来その国民が年k消費するところのあらゆる生活の必要日
間と使益口問とを供
給するファン
ドであって、
その必要日間と便益品
とは、
この労働の直接の
生産
物であるか、
あるいはその生産物を
以って他
国民から購入した物である
」と
あり、
ここに
スミ
スの経
済理
論が、
生産力開放の
体系であるこ
とが端的に
「宣言
」
され
ている
。
こ杭
祉、
重商
主義の観念
を
顛倒
させた
もの
であ
り、
ま
さに
「ア
グム
・スミ
ス革
命」
がと
げら
れね
ばなら
ぬ所
以
である
。貿
易差額
に
おいて富を見る
重商主義が、
その解体のプロセスにおいて、
いか
なる
歴史
的、論
理的
発展
をへてスミ
に
至る
かは、
わ
れわ
れの次の課題
であ
る
。
× 
設
白骨
藤塚知義『アダム・スミス革命』参照。
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